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経税部
だより 年末調整のポイント

　

今
年
分
か
ら
、
確
定
申
告

（
年
末
調
整
）
時
の
生
命
保

険
料
控
除
の
し
く
み
が
改
定

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

今
年
１
月
１
日
以
降
に
契

約
・
更
新
し
た
生
命
保
険

の
、
介
護
（
費
用
）
保
障
ま

た
は
医
療
（
費
用
）
保
障
を

内
容
と
す
る
主
契
約
や
特
約

に
つ
い
て
、
新
た
に
「
介
護

医
療
保
険
料
控
除
」
が
加
わ

り
、
一
般
生
命
保
険
料
と
個

人
年
金
保
険
料
と
と
も
に
控

除
限
度
額
が
各
々
４
万
円

（
合
計
12
万
円
）
に
な
り
ま

し
た
。
２
０
１
１
（
平
成

23
）
年
12
月
31
日
以
前
に
契

約
・
更
新
し
た
生
命
保
険

は
、
こ
れ
ま
で
ど
お
り
旧
制

度
（
限
度
額
５
万
円
）
が
適

用
さ
れ
ま
す
。

生命保険料控除の変更点
　

旧
生
命
保
険
料
控
除
、
個

人
年
金
保
険
料
控
除
（
各
所

得
控
除
最
高
５
万
円
）
を
受

は
あ
り
ま
せ
ん
（
図
１
）。

　

た
だ
し
、
新
規
に
介
護
医

療
保
険
料
控
除
の
適
用
を
受

け
る
場
合
は
、
各
控
除
額
を

合
算
し
て
12
万
円
が
限
度
と

さ
れ
ま
す
（
図
２
）。

生
命
保
険
料
控
除
が

受
け
ら
れ
な
く
な
っ

た
特
約

　

一
方
、
災
害
や
傷
害
に
伴

い
給
付
す
る
特
約
で
、
生
命

保
険
料
控
除
の
適
用
が
受
け

ら
れ
な
く
な
っ
た
特
約
も
あ

り
ま
す
の
で
、
ご
注
意
く
だ

さ
い
。

【
新
制
度
に
よ
り
生
命
保
険

料
控
除
の
適
用
が
受
け
ら
れ

な
く
な
っ
た
特
約
の
名
称
例
】

　

・
災
害
入
院
特
約

　

・
災
害
割
増
特
約

　

・
傷
害
特
約

※
２
０
１
１
（
平
成
23
）
年

12
月
31
日
以
前
に
契
約
・
更

新
し
た
契
約
の
こ
れ
ら
特
約

は
、
こ
れ
ま
で
ど
お
り
保
険

料
控
除
が
受
け
ら
れ
ま
す
。

①
２
０
１
２
（
平
成
24
）
年

１
月
１
日
以
降
に
契
約
・
更

新
し
た
契
約
（
契
約
日
が
そ

れ
以
降
の
契
約
）

②
２
０
１
１
（
平
成
23
）
年

12
月
31
日
以
前
に
契
約
・
更

新
し
た
契
約
で
も
、
次
の
よ

う
な
取
り
扱
い
が
あ
っ
た
場

合
に
は
、
取
り
扱
い
日
以
降

も
新
制
度
が
適
用
さ
れ
ま

す
。

・�

特
約
を
中
途
付
加
し
た
場

合
（
た
だ
し
生
命
保
険
料

控
除
対
象
外
の
特
約
は
除

か
れ
ま
す
）。

・�

特
約
の
更
新
や
、
契
約
の

更
新
を
し
た
場
合

込
保
険
料
累
計
額
の
い
ず

れ
か
大
き
い
額
を
限
度
と

す
る
も
の

・�

ガ
ン
に
罹
患
し
た
こ
と
ま

た
は
要
介
護
状
態
に
該
当

し
た
場
合
に
支
払
わ
れ
る

保
険
金
の
５
分
の
１
を
限

度
と
す
る
も
の

　

介
護
医
療
保
険
契
約
等
を

保
障
す
る
契
約
ま
た
は
特
約

で
も
、
上
記
の
限
度
を
超
え

る
死
亡
保
障
の
あ
る
特
約

等
、
ま
た
は
満
期
返
戻
金
や

解
約
返
戻
金
が
高
額
で
あ
っ

・
契
約
転
換
を
し
た
場
合

・�

告
知
や
診
査
が
必
要
な
名

義
変
更
を
し
た
場
合

介
護
医
療
保
険
料
控
除

の
対
象
と
な
る
契
約
・

特
約

　

介
護
医
療
保
険
契
約
等
を

主
た
る
内
容
と
す
る
契
約
の

範
囲
（
金
融
庁
告
示
36
号
）

と
な
り
、
介
護
医
療
保
険
契

約
等
の
死
亡
保
険
金
額
が
次

の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ

と
が
条
件
で
す
。

・�

入
院
日
額
の
１
０
０
倍
を

限
度
と
す
る
も
の

・�

責
任
準
備
金
ま
た
は
既
払

た
り
、
無
事
故
の
場
合
の
給

付
金
が
あ
る
契
約
や
特
約

は
、
介
護
医
療
保
険
料
控
除

を
受
け
ら
れ
な
い
場
合
が
あ

り
ま
す
。

　

実
際
の
適
用
例
を
例
示
し

ま
す
が
、
保
険
会
社
か
ら
送

付
さ
れ
る
「
控
除
証
明
書
」

で
ご
確
認
く
だ
さ
い
（
表
１

～
４
）。
生
命
保
険
料
控
除

の
計
算
方
法
（
表
５
～
８
）

に
つ
い
て
も
あ
わ
せ
て
掲
載

し
ま
す
の
で
ご
参
照
く
だ
さ

い
。

※
火
災
保
険
の
「
地
震
保
険

料
控
除
」
に
つ
い
て
は
従
来

と
変
更
あ
り
ま
せ
ん
。

合
計
適
用
限
度
額

新
制
度
の
適
用
時
期

け
て
い
る
方
が
、
こ
の
改
定

で
、
現
在
加
入
契
約
の
所
得

控
除
額
が
減
額
さ
れ
る
こ
と

▲図１　生命保険料控除の変更点

▲図２　新規に介護医療保険料控除の適用を受ける場合は、
各控除額を合算して12万円が限度に　　　

表１　旧制度のみ加入の場合　※旧制度の保険料控除が適用
旧制度 新制度 合計控除額

控除区分 年間支払保険料 所得控除額 年間支払保険料 所得控除額

100,000円
一般 185,000円 50,000円 なし なし

介護医療 なし なし なし なし
個人年金 120,000円 50,000円 なし なし

表２　新制度のみ加入の場合　※新制度の保険料控除が適用
旧制度 新制度 合計控除額

控除区分 年間支払保険料 所得控除額 年間支払保険料 所得控除額

120,000円
一般 なし なし 100,000円 40,000円

介護医療 なし なし 85,000円 40,000円
個人年金 なし なし 120,000円 40,000円

表３　旧制度、新制度の双方に加入の場合（１）　※控除限度額120,000円に制限
旧制度 新制度 合計控除額

控除区分 年間支払保険料 所得控除額 年間支払保険料 所得控除額

120,000円
一般 120,000円 50,000円 なし なし

介護医療 なし なし 85,000円 40,000円
個人年金 120,000円 50,000円 120,000円 なし

表４　旧制度、新制度の双方に加入の場合（２）　※一般生命保険料控除は旧制度を適用
旧制度 新制度 合計控除額

控除区分 年間支払保険料 所得控除額 年間支払保険料 所得控除額

115,000円
一般 120,000円 50,000円 60,000円 35,000円

介護医療 なし なし 15,000円 15,000円
個人年金 120,000円 50,000円 なし なし

表５　所得税　〈旧制度（全体の所得控除限度額　100,000円）〉
年間の支払保険料 控除金額
25,000円以下 支払い保険料の全額

25,000円超50,000円以下 支払い保険料等×１/２+12,500円
50,000円超100,000円以下 支払い保険料等×１/４+25,000円

100,000円超 一律50,000円

表７　住民税　〈旧制度（全体の所得控除限度額　70,000円）〉
年間の支払保険料 控除金額
15,000円以下 支払い保険料の全額

15,000円超40,000円以下 支払い保険料等×１/２+7,500円
40,000円超70,000円以下 支払い保険料等×１/４+17,500円

70,000円超 一律35,000円

表６　所得税　〈新制度（全体の所得控除限度額　120,000円）〉
年間の支払保険料 控除金額
20,000円以下 支払い保険料の全額

20,000円超40,000円以下 支払い保険料等×１/２+10,000円
40,000円超80,000円以下 支払い保険料等×１/４+20,000円

　80,000円超 一律40,000円

表８　住民税　〈新制度（全体の所得控除限度額　70,000円）〉
年間の支払保険料 控除金額
12,000円以下 支払い保険料の全額

12,000円超32,000円以下 支払い保険料等×１/２+6,000円
32,000円超56,000円以下 支払い保険料等×１/４+14,000円

　56,000円超 一律28,000円

保険料控除の適用例

生命保険料控除の計算方法

※旧制度の生命保険料控除の計算方法、「一般生命保険料控除」「個人年金保険料控除」ともに共通。
※新制度の生命保険料控除の計算方法は、「一般生命保険料控除」「介護医療保険料控除」「個人年金保険料控除」ともに共通。

新刊『今日からできる歯科訪問診療の手引き』2012年版

ご注文は大阪府歯科保険医協会・組織部（06-6568-7731）まで

Ａ４判83ページ　　　　　
定価：1500円（送料込み）

　歯科訪問診療の入門書として必要な知識をまとめ
た１冊。
　新設された周術期口腔機能管理の解説の追加や、
居宅療養管理指導など2012年診療報酬・介護報酬の
同時改定を受けて保険請求についての解説を大幅に
変更しています。診療の一助にご活用ください。

主な内容
◆歯科訪問診療・居宅療養管理指導の保険請求
◆摂食嚥下障害へのアプローチ
◆安全管理と全身疾患への対応
◆認知症高齢者への対応　　　など

医院新聞のご案内

お問い合わせ：大阪府歯科保険医協会（☎06-6568-7731）

◇Ｂ５サイズ・４㌻・オールカラー 　　
◇偶数月25日発行　◇100部14,100円から

　「医院新聞」は、歯科医院と患者
さんを結ぶコミュニケーション紙で
す。ぜひご利用ください。

１．基本紙面は協会が責任編集
２．記事の差し替えで個性が光る
３．年間1800件超の患者さんの声

ここがオススメ！

旧保険料控除

所得税

改 組 後

一般生命保険料控除
　所得税 最高 ５万円
　住民税 最高 ３万５千円

一般生命保険料控除
　所得税 最高 ４万円
　住民税 最高 ２万８千円

個人年金保険料控除
　所得税 最高 ４万円
　住民税 最高 ２万８千円

介護医療保険料控除
　所得税 最高 ４万円
　住民税 最高 ２万８千円

個人年金保険料控除
　所得税 最高 ５万円
　住民税 最高 ３万５千円

最
高
10
万
円

最
高
12
万
円

一般生命保険料控除　５万円
（従前の制度）

個人年金保険料控除　５万円
（従前の制度）

介護医療保険料控除　２万円
（新制度）

合計適用限度額
12万円

合計12万円を超
えた部分は控除が
受けられません。
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